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電気事故

令和4年度自家用電気工作物の事故統計

経済産業省のホームページに、電気保安に関する統計が公表されています。令和4年度の自家用電
気工作物に係る電気事故の発生状況は以下のとおりです。
� （令和4年度電気保安統計（令和6年3月）から抜粋・編集）

1．令和４年度自家用電気工作物の電気事故の全体概況
自家用電気工作物における電気事故総件数は、表1に示すとおり、令和4年度は794件で、表2に

示すとおり前年度より93件増加しています。事故発生箇所で最多の箇所は太陽電池発電所（451件）で、
全体の56.8% を占めています。次に多いのは需要設備（221件）です。過去10年間の比較では、前年
度と同様に太陽電池発電所が需要設備を上回りました。以下、火力発電所（76件）風力発電所（27件）、
水力発電所（16件）と続きます。また、自家用電気工作物の破損等が原因で供給支障事故となったも
の（他社事故波及事故※1）は、表2に示すとおり令和4年度は177件で、前年度より2件の減少となった。
2．電力設備の破損事故※2

電力設備の事故件数の推移は、表3に示すとおり、発電所についての令和4年度は570件で前年度
より87件の増加となっております。
太陽電池発電所の事故件数は451件で、前年度の354件に比べ97件の増加であり大幅に増加してい

ます。事故率も増加しています。これは、主に「逆変換装置またはインバータ」の破損事故の増加に
よるものです。
風力発電所の事故件数は27件で、前年度の28件に比べ1件の減少であり、事故件数・事故率とも

減少しています。需要設備における事故件数は、令和4年度は221件で前年度より5件の増加となっ
ています。
3．感電死傷事故※3

感電死傷事故の件数の推移は、表2に示すとおり、令和4年度は46件で前年度より8件増加となっ
ています。
4．電気火災事故※4

電気火災事故の件数の推移は、表2に示すとおり、令和4年度は3件で前年度より1件の減少となっ
ています。

【用語の説明】
※1�波及事故�…………… �破損事故又は電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作しないことにより、電気事業者に供

給支障を発生させた事故。
※2�破損事故�…………… �電気工作物が変形、損傷若しくは破壊、火災又は絶縁劣化若しくは絶縁破壊が原因で、当該電気工

作物の機能が低下又は喪失したことにより、直ちに、その運転が停止し、若しくはその運転を停止
しなければならなくなること又はその使用が不可能となり、若しくはその使用を中止すること。

※3�感電死傷事故�……… �人が充電している電気工作物や、それからの漏電又は誘導によって充電している工作物等に体が
触れたり、あるいは高電圧の電気工作物に接近してせん絡を起こして、体内に電流が流れ、直接
それが原因で死傷した事故、及び電撃のショックで心臓麻痺を起こしたり、体の自由を失って高
所から墜落したりして死傷した事故。

※4�電気火災事故�……… �発電機、電線路、変圧器、配線等に漏電、短絡、閃絡等の電気的異常状態が発生しそれによる発
熱、発火が原因で、建造物、車両、その他の工作物、山林等に火災をおこした事故、漏電、短絡、
閃絡その他電気的要因により建造物、車両その他工作物（電気工作物を除く）、山林等に火災が発
生すること。
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表 1 　電気事故件数総括表　　　　　　　（自家用電気工作物設置者）

事故の種類

他
社
事
故
波
及

事故発生箇所

発電所
蓄
電
所

変
電
所

送電線路及
び特別高圧
配電線路

高圧
配電線路 低

圧
配
電
線
路

需要
設備

合
計

水
力

火
力

燃
料
電
池

太
陽
電
池

風
力 計 架

空
地
中 計 架

空
地
中 計

（
高
圧
）

（
低
圧
）

死傷
（第1号）

感電死傷
有 0 0 0 0

無 1 3 4 0 0 30 12 46

感電以外
の死傷

有 0 0 0 0

無 1 1 0 0 1

計 2 3 0 5 0 0 30 12 47

電気火災
（第2号）

有 0 0 0 0

無 1 1 0 0 2 3

計 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3

電気工作物の破損等
による物損

有 0 0 0 0

無 1 4 2 7 0 1 1 1 9

計 1 0 0 4 2 7 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 9

電気工作物
の破損

主要電気
工作物
（第4号
及び
第5号）

有 0 0 1 1

無 14 68 443 24 549 0 5 554

計 14 68 0 443 24 549 0 0 0 0 0 6 555

その他の
工作物
（主要電
気工作物
以外の電
気工作物
の破損）

有 1 1 1 3 0 1 1 159 163

無

計 1 1 0 1 0 3 0 0 0 0 0 1 0 1 0 159 0 163

波及（被害なし）
（第12号の一部） 有 2 2 1 0 0 10 13

発電支障又は放電支障
（第6号及び第7号）

有 0 0

無 10 10 10

計 0 10 0 0 0 10 10

その他
（第12号及び第13号）

有 0 0 0 0

無 1 1 0 0 1 2

計 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2

事故総件数

有 1 1 3 5 1 0 1 1 170 177

無 15 75 448 27 565 0 1 1 36 15 617

計 16 76 0 451 27 570 0 1 0 0 0 2 0 2 0 206 15 794
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表2　電気事故件数総括表（事故種類別）　　　（自家用電気工作物設置者）

事故の種類
他社
事故
波及

年　度
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

電気火災
有 3 1
無 6 6 2 8 5 7 7 5 4 3
計 6 9 3 8 5 7 7 5 4 3

感電死傷
有 1 1 3 3
無 67 55 54 53 51 50 44 48 39 46
計 68 55 55 56 51 50 44 51 39 46

電気工作物の破損等に
よる死傷・物損

有 1
無 12 14 18 10 14 32 9 11 6 10
計 12 14 18 10 14 32 9 12 6 10

電気工
作物の
破損

主要
電気工作物

有 1 1 1
無 130 132 108 150 214 218 258 408 472 554
計 130 132 108 150 214 218 259 409 472 555

その他の
工作物

有 345 136 74 154 48 125 161 139 160 163
無 15 104 3
計 360 240 77 154 48 125 161 139 160 163

他社事故波及（被害なし） 有 65 135 218 36 141 57 19 28 19 13

発電支障
有
無 6 4 6 9 11 15 10
計 6 4 6 9 11 15 10

電気事業法
第106条に基づく
その他事故

有
無 1 1 1 2 4 2
計 1 1 1 2 4 2

事故総件数
有 411 274 293 185 189 182 181 172 179 177
無 230 310 185 227 282 304 322 471 522 617
計 641 584 478 412 471 486 503 643 701 794

表3　電気事故件数総括表（設備別）　　　（自家用電気工作物設置者）

事故発生個所 年　度
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

発電所

水力 19 10 18 24 18 12 12 19 7 16
火力 75 62 48 67 72 67 82 77 94 76
燃料電池 1
太陽電池 2 8 13 33 89 117 135 235 354 451
風力 49 51 31 35 38 43 35 86 28 27
計 145 131 111 159 217 239 264 417 483 570

蓄電所
変電所 1 1 1 3 1 1 1 1 1

送電線路及び
特別高圧配電
線路

架空 6 6 3 2 1 1 1 1
地中 1 1
計 7 6 4 2 0 1 1 1 1 0

高圧配電線路
架空 2 1 1 2
地中
計 2 0 0 0 1 1 0 0 0 2

低圧配電線路 1 1
需要設備 486 445 362 247 252 244 238 224 216 221
合計 641 584 478 412 471 486 503 643 701 794
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電気工事不具合事例

電気事故例として、不適切な工事による不具合を紹介します。これらを参考に電気安全・波及事故等の
防止に努めてください。

件　　名 電気絶縁性パテ脱落により隙間から小動物が侵入

事故発生の電気工作物 キュービクル 機器電圧

被害の内容 小動物の侵入

【事故の状況】
1.　�月次点検時、キュービクル内にて小動物の糞を確認した。侵入経路を調査したところ、隙間を塞ぐた

めの電気絶縁性パテが脱落している場所が見つかった。他に侵入経路が特定できなかったことからこ
の場所から小動物が侵入したという結論に至った。

　　�パテが脱落した原因は、隙間の形状や大きさに合わせて適切に隙間を塞がなかったことや、温度上昇
による影響等によりパテの軟化もあいまって脱落しやすい状況にあったからだと思われる。

2.　パテが落下しないように隙間の上にゴムシートを敷いて、その上をパテで覆って隙間を塞いだ。

〔写真〕

【事故の原因】
1.　�パテの脱落により、隙間から小動物が侵入して

しまった。
2.　�点検時にパテの脱落を確認できていなかった。

【事故の防止対策及び教訓】
1.　�隙間の大きさや形状に対してパテが落下しない

ような工夫を施す。
2.　�点検時にパテの脱落等その他、小動物侵入経路

がないか注意する。



18電気工事技術情報　2025-03　Vol. 42

電気事故

電気工事不具合事例

電気事故例として、不適切な工事による不具合を紹介します。これらを参考に電気安全・波及事故等の
防止に努めてください。

件　　名 高圧引込ケーブル屋外終端接続部圧縮不足による絶縁抵抗低下

事故発生の電気工作物 高圧引込ケーブル 機器電圧 6,600V

被害の内容 高圧引込ケーブル屋外終端接続部圧縮不足によりケーブル張替え

【事故の状況】
1.　年次点検時の高圧引込ケーブル絶縁測定値（G方）10GXであった。
　　（前年度測定値の100GXから低下）
2.　�高圧引込ケーブル屋外終端部の汚損による絶縁抵抗値低下を想定し昇柱清掃を実施しようとしたとこ

ろ屋外終端部下部S相のずれ落ちを発見した。
　　（シュリンクバックと考え高圧引込ケーブル張替えを実施）
3.　取外した高圧引込ケーブルS相終端接続部を解体したところ圧縮不足を確認。

【事故の原因】
1.　終端接続圧縮が不足していた
2.　圧縮後の確認を失念した
3.　現場責任者が圧縮確認を怠った

【事故の防止対策及び教訓】
1.　終端接続圧縮を確実に行う
2.　複数人で確認を実施する
3.　施工後は現場責任者が確認する
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電気工事不具合事例

電気事故例として、不適切な工事による不具合を紹介します。対策を考慮する必要のある事例です。こ
れらを参考に電気安全・波及事故等の防止に努めてください。

件　　名 低圧用変流器の接続場所不良

事故発生の電気工作物 低圧用変流器（CT） 機器電圧 6,600V

被害の内容
低圧用変流器に電界が生じることが想定され、計測装置やケーブルに不具
合が生じる恐れ

【事故の状況】
　全量自家消費型太陽光発電設備を設置したので、使用前自己確認試験を実施した。
　キュービクル内を確認したところ、受電電力のマルチメーターに接続している、低圧用変流器（CT）が、
高圧引込みケーブルにクランプされていることを発見した。

【備考】
　このCTの製造会社に確認したところ、本製品は低圧AC600V以下の電路で使用する製品として設計され
ており、今回のような使用方法では、精度を含め、不具合発生時にも保証対象外となるとのこと。

　安全面では、CTに電界の集中が想定さ
れ、CT本体の故障や、2次側配線を通じ
て計測装置のほうに不具合（最悪の場合
地絡事故を発生させる）が生じる恐れが
ある。
　当該CT製造会社からは ｢当製品は低
圧回路専用（AC600V以下）ですので、
高圧回路に使用することはできません。
高圧回路に直接設置すると、機器の損傷、
火災の原因となり大変危険ですのでおや
めください｣ と回答。

【事故の原因】
1.　�設計者及び現場作業者が、製品の仕様や安全性
に関する知識がなかった。

【事故の防止対策及び教訓】
1.　�使用する製品の説明書を事前に読み、十分理解
してから作業を行う。

高圧引込みケーブルに低圧用変流器（CT）の接続



20電気工事技術情報　2025-03　Vol. 42

機器・材料・工具・測定器

電気設備に関する資機材、工具、計測器、ソフトウェ
ア、システム等の新製品紹介を始め、施工技術や施工
効率化、アカデミックの紹介、電気設備業界の魅力や
働き方改革の取り組みの紹介など、あらゆる情報を発
信する国内最大の電気設備総合展示会です。
第73回の JECA�FAIR�2025の開催テーマを「電設技

術が拓く新たな可能性～進み続ける世界と共に～」と

しました。
開催期間は、2025年5月28日（水）から30日（金）ま
での3日間、インテックス大阪において開催されます。
ここでは、昨年開催された「JECA�FAIR2024～第

72回電設工業展～」第63回製品コンクールの受賞製品
を紹介します。製品の詳細については各社へお問い合
わせ下さい。

賞名 社名 製品名

国土交通大臣賞 三菱電機㈱ 三菱電子式マルチ指示計器“ME110G シ
リーズ”

経済産業大臣賞 河村電器産業㈱ DC 直列アーク検知システム

環境大臣賞 ニチコン㈱ V2H システム「EV パワー・ステーション®」 
VSG3 シリーズ

中小企業庁長官賞 内外電機㈱ ジョイントキャビネット
消防庁長官賞 該当商品なし
独立行政法人労働者健康安全機構
労働安全衛生総合研究所所長賞 該当商品なし

地方独立行政法人東京都立産業技
術研究センター理事長賞 共立電気計器㈱ 三相コンセントテスタ（KEW 4555BT）

（一財）関東電気保安協会理事長賞 三和電気計器㈱ デジタル絶縁抵抗計　MG102
（一社）日本電設工業協会会長賞 ㈱ダイヘン 大容量蓄電池パッケージ

（一社）日本電設工業協会奨励賞

北陸電気工事㈱ ディッパー（送電線弛度観測装置）
日置電機㈱ 高電圧絶縁抵抗計　IR5051
㈱きんでん 単相 / 三相配線チェッカー
㈱ベッセル 電工アジャストナイフ「DAK シリーズ」

㈱フジクラ・ダイヤケーブル 耐水性高圧耐火ケーブル
「6600V NH-FP（WP）-T」
一般社団法人�日本電設工業協会　中山�伸二

JECA FAIR 2025 ～第73回電設工業展～ インテックス大阪において開催

全日電工連 第5回「電気工事技能競技全国大会」

開催日：2024年11月28日（木）　開催場所：横浜アリーナ
全日本電気工事業工業組合連合会（米沢寛会長）主

催の第5回電気工事技能競技全国大会が2024年11月
28日に、横浜アリーナで開催された。本大会は、電気
工事技術者の資質ならびに技術水準の向上、業界の存
在をアピールする目的で2年ごとに開催されている。
横浜アリーナに会場を移して開催された第5回大会

には、全国の9ブロックの推薦、および全工組からの
1名を含む一般の部53名、女性の部9名、高校生の部
9名、計71名の選手が参加。
選手たちは、日頃培った技能と技術を発揮し、2,700

名を超える来場者が見守るなか、競技課題に取り組み、

制限時間内の仕上げと出来栄えを競い合った。
技能競技の前日には、学科競技（非公開）が行われ、
学科競技と当日の技能競技との総合点により、各部門
の金賞受賞者には、一般の部・経済産業大臣賞、女性
の部・国土交通大臣賞、高校生の部・文部科学大臣賞
が、それぞれ授与された。
本大会の様子を、全日電工連のHP上でYouTubeLIVE
のアーカイブ動画で公開されている。
下記URLよりご覧いただきたい。
https://znd.or.jp/org/ginou/
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よくある質問

Q1　�太陽光発電に利用する各パネル（太陽電池モジュール）から出ている電線同士を差し
込み式端子を利用して接続する場合、電気工事士が実施する必要があるのか。

A1　�電線に付いている接続端子を介して、端子同士を接続する作業であり、「電気工事士施
行規則」第2条第1項第1号イに定める「電線相互を接続する作業」に当たらないため、
電気工事士が工事する必要はありません。なお、差し込み式端子相互の接続ではなく、
電線そのものを圧着スリーブ等を使用して接続を行う場合や、電線を集合ボックスに
接続する場合は、上記施行規則に該当するため、電気工事士が工事する必要があります。

Q2　�電気用品等の移動に伴い、OA用のフリーアクセスフロア等、床下に設置された屋内
配線を移動させるだけの作業の場合、電気工事士が実施する必要があるのか。

A2　�事務室の床下に埋められたパソコン、コピー機等に使用する電線を配線経路変更等の
ため、移動させるだけの作業で、当該配線に対し、電線の固定等、加工を行わず、電
線に傷を付けることが想定されない場合であれば電気工事士が工事する必要はありま
せん。
ただし、配線経路変更等のためであっても施工不良により配線に傷を付ける可能性の
ある、①電線を床に直接固定する場合は「電気工事士法施行規則」第2条第1項第1号ハ、
②電線を電線管に収める場合は同施行規則第2条第1項第1号ニに該当するため、電気
工事士が工事する必要があります。

Q3　エアコンの室外機と室内機を接続する工事は、電気工事士が実施すべきか。

A3　�平成20年12月3日付け原子力安全・保安院通知により、600V以下で使用するエアコンで、
室内機及び室外機の端子に接続電線を差し込む作業であれば、「軽微な作業」にあたる
ため、電気工事士が工事する必要はありません。ただし、当該作業を業とし、継続的
に行う場合は、「電気工事業の登録」が必要となります。
一方で、「電気工事士法施行規則」第2条で電線を相互に接続する作業は、保安上支障
がある作業のため、当該接続線を切断・接続等の作業を伴う場合には電気工事士が工
事する必要があります。

Q4　�屋内配線に測定器を取り付ける場合は電気工事士が実施すべきか。

A4　�屋内配線を傷付けることが想定されない場合（内線に電圧計、電流計等の測定器をク
リップ留め又は巻き付ける場合など）であれば、電気工事士法施行規則第2条第1項�
第1号ニに当たらないため、電気工事士が工事する必要はありません。
但し、自家用電気工作物構内の配電盤など、短絡、感電などの危険を伴う場所につい
ては、あらかじめ電気主任技術者の指示確認を行うことが望ましいです。
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電気工事技術情報をご覧いただいている皆様へお知らせ

1．　ホームページ（HP）にオンライン講習について掲載しています。
 　当講習センターへの WEB での事前登録をお願いいたします。事前登録は次の通りです。

　①�当講習センターHP（トップページ）を開く。https://www.eei.or.jp/ 裏面のQRコードもご利
用ください。）

　② をクリック

　③�
　　�「申込書をお持ちの方�又は�弊センターで
受講実績がある方」

　⇩

　
　⇩

　　�お名前など必要事項を入力後、メールア
ドレス登録

　⇩
　　�届いたメールに記載のURLからパスワー
ドを設定し、マイページ作成完了

　　�（URL が有効な30分以内にお手続きくだ
さい）

　⇩

　　�「初めて講習センターを利用される方」

　　⇩

　　
　　⇩

　　会員情報登録画面よりすべて入力

　　⇩
　　�▢「利用規約に同意する」にレ点を入力後、
確認画面にお進みください。

マイページにある「定期講習の申し込み」からお申込みが可能になります。
※住所など変更箇所がある場合は、お申込み前に「会員情報を変更」からお願いいたします。

2．　ひとつのメールアドレスで何人でも一括管理ができるシステムを設けました。 
�　　HPのトップページにあります をご覧ください。

3．　住所等登録事項の変更について
　⑴�　講習センターのHPから事前登録をされた方は、HPの「マイページ」にログインして、「会員情
報を変更」ボタンから変更をお願いいたします。

　⑵�　HPから事前登録をしていない方は、HP ⇒ または FAXで、免状
番号、氏名�及び変更内容の連絡をお願いします。なお、既に事前登録をしている方でも、講習
センターのHPから再度WEB登録をしていただくと、技術情報等を閲覧することができますの
で、HPからの事前登録をお勧めします。�

4．　免状を返納される方へのお願い
�　�　第一種電気工事士の免状を自主返納される場合は、免状を交付した都道府県へ届出をし、併せて、
講習センターまで、免状番号、氏名等の連絡をお願いいたします。

⇦



センターニュース

電気工事技術講習センターでは、電気工事士の皆様に対するサービスの迅速化を目
指し、電気工事に関する新技術・新材料・新工法等の技術情報や電気工事に関連する
法令等の最新の規制動向及び電気事故情報のほか、お問い合わせへの回答や講習案内
など、多方面にわたる記事を適宜ホームページに掲載しています。
また、メールマガジンの購読をご登録いただくと、ホームページの更新情報をお知

らせしますので、これまで情報誌ではできなかったリアルタイムな情報をご確認いた
だけます。
この情報誌は、弊センターのホームページに今年度掲載した記事のいくつかを抜粋

して提供しています。是非、マイページから他の記事もお読みください。
※ 　新規に情報誌をご希望の方は、下記の『情報誌送付希望届』を当センターに郵送い

ただくか、FAX または e メールにてご連絡ください。

新情報をより早く入手いただくために

新規に情報誌の送付を希望される方
免状番号

都道府県　　第　　　　　　　　　　号　　

氏名（フリガナ）

現住所（〒　　　－　　　　）

TEL：

個人情報保護について
　皆様からご連絡いただいております個人情報は、従来どおり、今後も定期講習等の
ご案内をお送りする場合のみに使用させていただきます。

第一種電気工事士のための� 発行日／令和 7年3月15 日
電気工事技術情報　VOL.42

発行者　一般財団法人 電気工事技術講習センター
　　　　〒105-0004　東京都港区新橋４－７－２
　　　　　　　　　　６東洋海事ビル４階
　　　　電話（03）3435-0897（代）　FAX（03）3435-0828　E-mail:gyoumu@eei.or.jp

https://www.eei.or.jp/


